




第１ 埼⽟の労働⾏政を取り巻く情勢等

１ 労働行政を取り巻く情勢
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埼玉県の労働力人口は414万人（令和４年平均）と、東京都、神奈川県、大阪府、愛知県に次い

で全国５位となっています。

一方、埼玉県では、少子化による人口減少や高齢化、さらには東京への人材流出等といった背景

から、企業における人手不足への対応が急務となっており、特に人手不足感が深刻化している中小

企業における人材確保が課題となっています。こうした中、企業には、構造的な賃上げの実現に向

けた積極的な対応とともに、多様な人材がその能力を生かして活躍できる環境の整備を図っていく

ことが求められています。埼玉労働局では次の項目を柱として令和６年度の取組を進めます。

〇 最低賃金・賃金の引上げに向けた支援、非正規雇用労働者の処遇改善等

〇 リ・スキリング、労働移動の円滑化等の推進

○ 多様な人材の活躍と魅力ある職場づくり

【労働関係指標】

① 労働力人口（出典「令和４年労働力調査結果」(総務省統計局)）

埼玉県 414万人（全国５位） 全国 6,902万人

② 労働力人口比率（出典「令和４年労働力調査結果」(総務省統計局)）

埼玉県 63.8％（全国６位） 全国 62.5％

③ 潜在的労働力（出典「令和４年就業構造基本調査結果」(総務省統計局)）

埼玉県 無業者のうち就業希望者 501,200人（無業者に占める割合 20.0%）

うち女性就業希望者 304,300人（同19.8％）、男性就業希望者196,900人（同20.3％）

65歳以上無業者のうち就業希望者 118,200人（同7.8％）

２ 雇用失業情勢

埼玉県の有効求人倍率（就業地・季節調整値）は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

て低下し、令和２年８月には有効求人倍率が0.97倍と５年３か月ぶりに１倍を下回りました。翌月

の９月には、有効求人倍率が0.95倍となり、コロナ禍の最低値となりましたが、その後、緊急事態

宣言等が繰り返し発令される中でも、製造業を中心とした求人に回復がみられ、有効求人倍率は１

倍付近を推移しました。令和５年度においては、新型コロナウイルス感染症が経済に多大な影響を

与え始めてから３年が経過し、感染症法上の分類も５類に移行され、アフターコロナに向け本格的

に動き出しました。経済活動の正常化の動きが強まりを見せる中、「宿泊業、飲食サービス業」な

どの対面型のサービス業を中心に求人状況の回復が見られました。

資資料料出出所所：：埼埼玉玉労労働働局局「「埼埼玉玉労労働働市市場場ニニュューースス」」



１ 最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた中⼩・⼩規模企業等⽀援
(1) 事業場内最低賃⾦の引上げを図る中⼩・⼩規模企業等の⽣産性向上に向けた⽀援の強化

第２ 最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽀援、
⾮正規雇⽤労働者の処遇改善等

(2) 最低賃⾦制度の適切な運営
経済動向、地域の実情及びこれまでの最低賃金審議会の審議状況などを踏まえつつ、充実した審議

が尽くせるよう埼玉地方最低賃金審議会の円滑な運営を図ります。

また、最低賃金の改正等については、使用者団体、労働者団体及び地方公共団体等の協力を得て、

使用者・労働者等に周知徹底を図るとともに、最低賃金の履行確保上問題があると考えられる業種等

を重点とした監督指導等を行います。

時間額
引上げ
額

引上げ
率

改正
発効日

地
域
別
最
低
賃
金

埼玉県
最低賃金

1,028円 41円 4.15％
令和５年
10月１日

特
定(

産
業
別
）
最
低
賃
金

非鉄金属 1,048円 42円 4.17％

令和５年
12月１日

電子部品 1,055円 42円 4.15％

輸送機械 1,055円 42円 4.15％

光学機械 1,064円 42円 4.11％

自動車小売 1,060円 42円 4.13％

埼⽟県の最低賃⾦
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最低賃金の引上げに向けては、生産性向上に取り組む中小企業へのきめ細かな支援等、中小企
業・小規模事業者が賃上げしやすい環境整備に一層取り組むことが不可欠です。
また、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保に向けて、非正規雇用労働者の処遇改善や正社

員化等を強力に推し進めていくとともに、短時間労働者が「年収の壁」を意識せずに働くことが
できる環境づくりを支援する必要があります。

最低賃金・
家内労働関係

最低賃金の引上げには、特に中小・小規模企業等の生産性向上が不可欠であり、業務改善助成金※

により、業務改善や生産性向上に係る企業のニーズに応え、賃金引上げを支援をするとともに、埼玉

働き方改革推進支援センターによるワンストップ相談窓口において、生産性向上等に取り組む事業者

等に対して支援を行います。

また、中小企業等が賃上げの原資を確保できるよう、「パートナーシップによる価値創造のための

転嫁円滑化施策パッケージ」に基づき、政府一体となって取組を進めることとしており、労働局及び

労働基準監督署においても、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる地域の平均的な賃金や企業

の好取組事例等が分かる資料を提供し、企業の賃金引上げへの支援を行う等、賃金引上げに向けた環

境整備の取組を行います。

加えて、中小企業庁との連携を強化し、生産性向上等に取り組む中小・小規模企業等に対して、よ

ろず支援拠点や生産性向上のための補助金の案内をします。

さらに、日本政策金融公庫による働き方改革推進支援資金についてもあわせて活用するよう、引き
続き周知を図ります。

（※）業務改善助成金：事業場内最低賃金を引上げ、生産性向上に資する設備投資等を行った場合に
その費用の一部を助成するもの。



2 ⾮正規雇⽤労働者の正規化促進、雇⽤形態に関わらない
公正な待遇の確保

(1) 労働基準監督署と連携した同⼀労働同⼀賃⾦の遵守の徹底
埼玉労働局管内の事業所においては同一労働同一賃金に関して少なからず法違反が見られるこ

とから、引き続き、同一労働同一賃金の確保に向けて非正規雇用労働者の処遇改善を強力に推し
進めていく必要があります。そのため、労働基準監督署による定期監督等において、同一労働同
一賃金に関する確認を行い、短時間労働者、有期雇用労働者又は派遣労働者の待遇等の状況につ
いて企業から情報提供を受けることにより、雇用環境・均等部又は職業安定部等による効率的な
報告徴収又は指導監督を行い、是正指導の実効性を高めるとともに、支援策の周知を行うことに
より、企業の自主的な取組を促すことで、同一労働同一賃金の遵守徹底を図ります。そのほか、
文書による点検要請を行います。

(2) ⾮正規雇⽤労働者の処遇改善・正社員化を⾏う企業への⽀援
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非正規雇用労働者の処遇改善や正社員化（多様な正社員を含む）に取り組んだ事業主に対して
支援を行うキャリアアップ助成金について、「年収の壁・支援強化パッケージ」として、年収の
壁を意識せず働くことのできる環境づくりを後押しするために新たに設けた「社会保険適用時処
遇改善コース」や拡充した「正社員化コース」をはじめ、各コースの周知、活用勧奨をします。
また、埼玉働き方改革推進支援センター（10ページ参照）によるワンストップ相談窓口におい

て、社会保険労務士等の専門家による窓口相談やコンサルティング、セミナーを行います。

年収の壁・支援強化パッケージ

キャリアアップ助成金



１ 中⼩企業等に対する⼈材確保の⽀援

(1) ハローワークにおける求⼈充⾜サービスの充実

東京への人材流出・人手不足への対応が急務であることから、特に

人手不足感が深刻化している中小企業における人材確保の支援を行い

ます。ハローワークにおいては、オンラインを活用した迅速な求人受

理を進めるとともに、求人条件緩和や魅力ある求人票の作成に向けた

助言、事業所情報の収集をきめ細かく行うなど、利便性の向上と求人

充足に向けた支援の向上をあわせて推進し、求人者サービスの充実を

図ります。

第３ リ・スキリング、労働移動の円滑化等の推進

(2) ⼈材確保対策コーナー等における⼈材確保⽀援

医療・介護・保育・建設・運輸・警備分野など雇用吸収力の高い分

野のマッチング支援を強化するため、労働局主催の「埼玉人材確保対

策推進協議会」の場も活用し、地方自治体や関係団体等と連携した人

材確保支援（セミナー・説明会・面接会等）の充実を図るとともに、

ハローワークの「人材確保・就職支援コーナー」を中心に、潜在求職

者の積極的な掘り起こし、求人充足に向けた条件緩和指導等により、

重点的なマッチング支援を実施いたします。特に介護分野については、

ハローワークと介護労働安定センターとが連携した求人充足・職場定

着のための取組を進めます。

２ リ・スキリングによる能⼒向上⽀援
(1) 公的職業訓練のデジタル分野の重点化の推進等

人材確保・就職支援コーナー

令和４年12月に閣議決定された「デジタル田園都市国家構想総合戦略」において、2026年度（令

和８年度）までにデジタル人材を230万人確保することとされたことから、デジタル分野に係る公的

職業訓練については、ＷＥＢデザイン等の資格取得を目指すコースや企業実習付きコースへの訓練

委託費等の上乗せ措置等に加え、「ＤＸ推進スキル標準」に対応したデジタル分野の訓練コース

（IT分野、プログラマー、デザイン分野）を新たに委託費等の上乗せの対象とする措置により、全

訓練コースの３割程度まで拡充することを目指します。ハローワークにおいては、デジタル分野に

係る公的職業訓練への適切な受講勧奨により受講につなげるとともに、受講生に対してきめ細かな

個別・伴走型支援を実施することにより、デジタル分野における再就職の実現を図ります。
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保育・介護work fes埼玉2023

コロナ禍からの経済活動の回復とともに、企業の人手不足感は急速に高まる一方、県内におけ

る15歳から64歳までの生産年齢人口は、平成12年をピークに減少が続き、令和12年には約433万人、

令和22年には約380万人まで減少する見通しとなっています。こうした状況の下、特に中小企業に

対する人材確保に向けたマッチング支援を強化するほか、リ・スキリングによる労働生産性の向

上やＤＸ化に伴う労働環境・勤務条件の改善を図っていく必要があります。



(2) 労働者の主体的なリ・スキリングを⽀援する企業への⽀援

３ 地域における円滑な労働移動の推進

(1) 地域雇⽤の課題に対応する地⽅公共団体等の取組の⽀援
埼玉県及び県内５市（さいたま市、志木市、戸田市、加須市、川越市）との間で締結している

「雇用対策協定」に基づき、各地方公共団体が実施する施策と連携し、地域の実情に応じた雇用対

策の積極的な推進を図ります。

また、国が行う無料職業紹介と地方公共団体が実施する生活・福祉対策などの業務をワンストッ

プで行う「一体的実施事業」及びハローワークが設置されていない市町村において地方公共団体と

共同で運営する「ふるさとハローワーク」を一層推進し、地域における良質な雇用の実現を図りま

す。

(2) ⺠間⼈材サービス事業者への指導監督の徹底

雇用対策協定 一体的実施事業 ふるさとハローワーク

職業安定法（昭和22年法律第141号）及び労働者派遣法の違反を把握し、又はその疑いのある事案

の指導監督に万全を期し、第２の２（１）に記載する同一労働同一賃金に加え雇用安定措置に関す

る事項等、職業安定法及び労働者派遣法をはじめとする労働関係法令の適正な運営の確保につき徹

底を図ります。

デジタル人材等の育成や労働者の自律的・主体的な学び、学

び直し（リ・スキリング）による職業能力向上に取り組む企業

を支援します。具体的には、職務に関連した専門的な知識と技

能を習得させるための職業訓練を計画に沿って実施した場合や、

人材育成制度を導入し、当該制度を労働者に適用した場合など

に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部に対して、人材開発支

援助成金を助成します。

人材開発支援助成金の「人への投資促進コース」では、高度

デジタル人材等の育成のための訓練、ＩＴ分野の未経験者を即

戦力化するための訓練、定額サービスによる訓練を助成対象と

して、当該訓練を行う企業を支援します。また、「事業展開等

リスキリング支援コース」では、新たな事業の立ち上げなど事

業展開等に伴い必要となる専門的な知識及び技能を習得させる

ための訓練を助成対象として、当該訓練を行う企業を支援しま

す。
人材開発支援助成金
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１ フリーランスの就業環境の整備

第４ 多様な⼈材の活躍と魅⼒ある職場づくり

和「フリーランス・事業者間取引適正化等法」（以下「フリーランス法」という。）の施行に向

けて、フリーランスやフリーランスに業務を委託する事業主（以下「発注事業者」という。）等

に対し、あらゆる機会を捉えて、フリーランス法の内容について周知啓発を行うとともに、フ

リーランスや発注事業者等からのフリーランス法の就業環境整備に関する内容についての問い合

わせに適切に対応します。

また、フリーランスから発注事業者等との契約等のトラブルについての相談があった際には、

引き続き「フリーランス・トラブル110番」を紹介するなど適切に対応します。

さらに、フリーランス法の施行後は、フリーランスから法違反に関する申出があった場合には、

遅滞なく申出内容を聴取し、発注事業者等に対する報告徴収・是正指導等を行い、履行確保を図

ります。

令和３年３月に策定された「フリーランスガイドライン」では、フリーランスとして業務を

行っていても、労働基準法等における労働者に該当する場合には、労働関係法令が適用されるこ

とを明確化したところです。請負契約等のフリーランスの契約名称にかかわらず、その労働実態

から労働基準法等の労働者に該当し、法違反が認められると判断した場合には、労働基準監督署

において引き続き的確に監督指導を行うとともに、被用者保険の更なる適用促進を図るため、日

本年金機構年金事務所及び労働局労働保険適用徴収部門への情報提供の取組を徹底します。

また、総合労働相談コーナーにおいては、フリーランスガイドラインを踏まえ、適切に相談対

応を行うとともに、相談内容から労働基準法等の法律に違反する疑いがある場合は、労働局又は

労働基準監督署の担当部署と調整の上、担当部署に取次ぎを行います。
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少子高齢化や生産年齢人口の減少といった課題に直面する中、多様な人材がその能力を最大限

生かして働くことができるよう、個々のニーズ等に基づいて多様な働き方を選択でき、活躍でき

る環境を整備していく必要があるとともに、誰もが安心して働くことができる良好な職場環境の

実現に取り組んでいく必要があります。

厚生労働省
ホームページ

フリーランス・トラブル
110番ホームページ



２ 埼⽟県公労使会議の運営

行政、労働団体、経済団体の代表者が雇用・労働の課題に対する認識を共有しながら、効果的
な解決策を検討するため、「埼玉県公労使会議」を設置しています。
埼玉県公労使会議は、労働施策総合推進法第10条の３に基づく協議会（働き方改革推進協議

会）としても位置付けられています。
令和６年度は、中小企業・小規模事業者の働き方改革や賃金引上げに向けた環境整備が円滑に

進むよう、「賃金引上げ、リ・スキリング、働き方改革の推進による人材確保の実現」をテーマ
に構成団体が連携して取組を進めます。特に中小企業等における賃金引上げの実現に向けては、
その原資を確保できるよう、埼玉県が設置する「強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議」の動
きとも十分に連携を図りながら、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を浸透
させる取組を官民一体となって推進します。

（構成団体）
埼玉県
埼玉労働局
日本労働組合総連合会埼玉県連合会
埼玉県商工会議所連合会
埼玉県商工会連合会
埼玉県中小企業団体中央会
埼玉県経営者協会
埼玉経済同友会
埼玉中小企業家同友会
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宮﨑政久厚生労働副大臣、大野元裕知事出席のもとで開催した
令和５年度埼玉県公労使会議（令和６年２月８日）



３３ 総総合合的的ななハハララススメメンントト防防止止対対策策のの推推進進

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等職場におけるハラスメント防止措置を講じてい

ない事業主に対し厳正な指導を実施すること等により、引き続き、法の履行確保を図ります。

また、適切なハラスメント防止措置が講じられるよう、事業主に対して、厚生労働省委託事業であ

るウェブサイト「あかるい職場応援団」の各種ツールの活用促進を図ります。

就職活動中の学生等に対するハラスメントについて、事業主に対して、ハラスメント防止指針に基

づく「望ましい取組」の周知徹底を図ります。また、「就活ハラスメント防止対策企業事例集」を活

用し、企業の取組を促します。学生等に対しては、相談先等を記載したリーフレット（チラシ）を活

用し、学生等が一人で悩むことがないよう支援しつつ、学生からの相談等により事案を把握した場合

は、事業主に対して適切な対応を求めます。

ハラスメントの撲滅に向けて、埼玉県公労使会議での取組である12月の「ハラスメント対策強化月

間」を中心に、各種広報媒体を活用した集中的な周知啓発を実施します。また、カスタマーハラスメ

ントの防止対策を推進するため、カスタマーハラスメント対策企業マニュアル等を活用して、企業の

取組を促します。

埼玉労働局調べ

さいたま新都心駅前の
デジタルサイネージを用いた広報活動
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令和4年度 令和5年度
(4〜12⽉)

パワーハラスメント 1965件 1,397件

セクシュアルハラスメント 251件 231件

妊娠等不利益及びハラスメント 293件 221件

育児不利益及びハラスメント 360件 257件

介護不利益及びハラスメント 39件 32件

いじめ・嫌がらせ 2,499件 1,556件

ハラスメント関係相談件数

あかるい職場応援団



４ 安全で健康に働くことができる環境づくり

(1) ⻑時間労働の抑制

各種情報から時間外・休日労働時間数が１月
当たり80時間を超えていると考えられる事業場
及び長時間にわたる過重な労働による過労死等
に係る労災請求が行われた事業場に対する監督
指導を徹底するとともに、法違反の解消に向け
た自主的な取組を支援します。

また、11月の「過労死等防止啓発月間」に
「過労死等防止対策推進シンポジウム」の開催
等により、過重労働解消に向けた機運の醸成を
図ります。

9

建設業、自動車運転者に係る時間外労働の上限規制適用については、
施主や荷主といった取引関係者、ひいては国民全体の理解を得ていく
ことが重要であり、引き続き、適用猶予事業・業務の時間外労働の上
限規制特設サイト「はたらきかたススメ」を通じて、必要な周知を行
います。

また、トラック運転者については、引き続き、関係省庁とも連携し
ながら、労働局に編成した荷主特別対策チームにおいて、発着荷主等
に対して、長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させないよう努めるこ
と等について要請するなどの取組を実施します。

さらに、改正後の改善基準告示について引き続き丁寧に周知を行い

ます。

適用猶予業種の時間外労働の上限規制 特設サイト

「「ははたたららききかかたたススススメメ」」

これらの取組とともに、こうした業種において、生産性向上を図りながら労働時間短縮に取
り組む事業主に対し、埼玉働き方改革推進支援センターにおいて、窓口相談やコンサルティン
グ、セミナーの実施等きめ細かな支援を行うとともに、働き方改革推進支援助成金の活用を促
進し支援を行います。

➂➂時時間間外外労労働働のの上上限限規規制制適適用用猶猶予予事事業業・・業業種種へへのの労労働働時時間間短短縮縮にに向向けけたた支支援援

①①長長時時間間労労働働のの抑抑制制にに向向けけたた監監督督指指導導のの徹徹底底等等

②②中中小小企企業業・・小小規規模模事事業業者者等等にに対対すするる支支援援

埼玉働き方改革推進支援センターによるワンストップ窓口相談において、関係機関と連携を
図りつつ、窓口相談やコンサルティング、セミナーを実施する等きめ細かな支援を行います。

指導課において、働き方・休み方改善ポータルサイトを通じた企業の改善策の提供と好事例
の紹介、働き方・休み方改善コンサルタントによる専門的な助言・指導等を行います。

また、労働基準監督署の労働時間相談・支援班において、説明会の開催や中小規模の事業場
への個別訪問により、改正労働基準法等の周知はもとより、時間外・休日労働協定の作成方法
の教示等を中心としたきめ細かな支援を引き続き実施します。





健康経営埼⽟推進協議会の概要

(3) 埼⽟14次防を踏まえた労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備

さいたま新都心駅前での
動画放映の様子

ＳＡＦＥ出前講座の
リーフレット（抜粋）

「安全で健康に働くことのできる埼玉」に向けて、国が策定する第14次労働災害防止計画を推進する計画とし
て定める「埼玉第14次労働災害防止計画」に基づき、以下①～⑧の重点事項ごとの各種取組を行います。

 県内のデジタルサイネージを
活用した動画放映、安全衛生活
動に取り組む意欲のある事業場
等に職員等を派遣して行う「Ｓ
ＡＦＥ出前講座」等により、安
全衛生対策に取り組む必要性や
意義等について、発注者、消費
者・サービス利用者を含め、広
く周知啓発を行います。

 行動災害は、労働者の健康状
態（骨密度の低下等）が要因の
一つとされていることから、労
働者の健康保持増進による労働
災害防止の観点等から実施する
「健康経営埼玉推進協議会」の
取組や、安全衛生活動に積極的
に取り組む企業等を構成員とす
る「ＳＡＦＥ協議会」の運営を
通じて、管内全体の安全衛生に
対する機運醸成を図ります。

⾼年齢労働者の作業負荷を解消する対策の例

不⾃然な作業姿勢をなくすよう作業台の⾼さ等を改善

多⾔語に翻訳した教材の例 フォークリフト安全ポスター
（中国語版）

①

⾃
発
的
に
安
全
衛
⽣
対

策
に
取
り
組
む
た
め
の

意
識
啓
発

②

作
業
⾏
動
に
起
因
す
る

労
働
災
害
防
⽌
対
策

③

⾼
年
齢
労
働
者
の

労
働
災
害
防
⽌
対
策

④

多
様
な
働
き
⽅
へ
の

対
応
等

 高年齢労働者が安心して安全
に働ける職場環境の実現に向け
た「高年齢労働者の安全と健康
確保のためのガイドライン」
（エイジフレンドリーガイドラ
イン）及び中小企業による高年
齢労働者の労働災害防止対策等
を支援するための補助金（エイ
ジフレンドリー補助金）の周知
を図ります。

 技能実習生をはじめとした外
国人労働者が容易に理解できる
労働安全衛生に関する教材の周
知等を図り、効果的な安全衛生
教育の実施等により、外国人労
働者の労働災害防止対策を推進
します。

 テレワークを行う労働者や副
業・兼業を行う労働者の健康確
保を図るため各種ガイドライン
の周知を図ります。
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 請負人や同じ場所で作業を行う労働者以外の者に対しても、労
働者と同等の保護措置を講じることを事業者に義務付ける改正省
令（令和５年４月１日施行）の措置の徹底を図ります。

⑥

業
種
別
労
働
災
害
防
⽌
対
策

陸上貨物運送事業

建設業

製造業

林業

ビルメンテナンス業
廃棄物処理業

⼩売業
社会福祉施設

 最大積載量２トン以上の貨物自動車
に係る荷の積卸し作業時の昇降設備の

設置等、改正省令の措置を指導します。

 一側足場の使用範囲の明確化等、改
正省令の措置を指導します。

 機械災害に関するリスクアセスメン
ト、食料品製造業における職長教育の
実施、フォークリフト運転時の安全対
策の周知、指導を行います。

 チェーンソーによる伐採作業等の安
全に関するガイドライン等に基づく安
全対策の周知、指導を行います。

 関係者と連携し自主的な安全衛生活
動を推進し、墜落・転落災害防止措置

等の徹底を図ります。

 ＳＡＦＥ協議会の活動を通じ、自主
的な安全衛生活動の定着を支援すると
ともに、ノーリフトケアの普及を図ります。

⑤ 個⼈事業者等に対する
安全衛⽣対策の推進

移動式昇降設備の例

ＳＡＦＥ協議会構成員による
事例発表の様⼦

 産業保健総合支援センターを通じ、
事業場のメンタルヘルス対策を支援し
ます。

 労働局に設置する「埼玉県地域両立
支援推進チーム」の活動を通じ、治療
と仕事の両立を図りやすい環境の整備
を図ります。

 健康経営埼玉推進協議会構成員と連
携し、企業経営者等に対し、健康保持
増進対策の意義等の意識啓発を図りま
す。

 コラボヘルスを推進するため、医療
保険者と連携し、企業に対する周知を
図ります。

⑦

健
康
確
保
対
策

メンタルヘルス

健康保持増進

⑧

健
康
障
害
防
⽌
対
策

化学物質

⽯綿・粉じん

 令和５年10月から建築物、船舶（鋼
製のものに限る）に義務づけられた建
築物石綿含有建材調査者講習等の修了
者による調査の徹底等を図ります。

 第10次粉じん障害防止対策に基づき、
粉じんによる健康障害を防止するため
の自主的取組を推進します。

 新たな化学物質規制に係る制度の
周知を図るとともに、リスクアセス
メントとばく露低減措置が適切に実
施されるよう丁寧な指導を行います。

 個人ばく露測定の円滑な導入に向
け補助金制度の活用を周知します。

コラボヘルス推進の取組例

新たな化学物質規制に関する
説明会リーフレット

12



(4) 労災保険給付の迅速・適正な処理

労災保険給付の請求については、標準処理期間内に完結するよう迅速な事務処理を行うとともに、

適正な認定に万全を期します。

特に社会的関心の高い過労死等事案をはじめとする複雑困難事案は、認定基準等に基づき、迅

速・適正な事務処理を一層推進します。

また、業務によって新型コロナウイルスに感染した事案については、その罹患後症状も含め、的

確に労災保険給付を行います。

さらに、労災保険の窓口業務については、引き続き、相談者等に対する丁寧な説明や請求人に対

する処理状況の連絡等の実施を徹底します。
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５ ⼥性の活躍推進・男性の育児休業取得促進等仕事と
育児・介護の両⽴⽀援の推進

(1) ⼥性の活躍推進

(2) 仕事と育児・介護の両⽴⽀援、柔軟な働き⽅の導⼊等も含めた事業主への⽀援の拡充

企業における人手不足への対応が急務となっている埼玉県では、女性活躍推進法に基づく男女の賃金
の差異の情報公表を契機とした女性活躍推進の取組を一層進める必要があります。
そのため、企業には構造的な賃金の引上げが求められる情勢となるとともに、多様な人材がその能力

を生かして活躍できる環境を整備することが必要となっています。令和４年７月８日に施行された女性
活躍推進法に基づく改正省令により、常時雇用する労働者数301人以上の事業主に義務付けられた男女の
賃金の差異に係る情報公表について、報告徴収等の実施により、着実に履行確保を図るとともに、「女
性の活躍推進企業データベース」の積極的な活用勧奨を図ります。
加えて、女性活躍推進法における管理職の定義に基づき適切な情報公開等がなされるように周知・徹

底を図るとともに、女性の活躍推進に関する状況が優良な企業の「えるぼし認定」の取得促進を図りま
す。

パートナーである女性側に偏りがちな育児や家事の負担を夫婦で分かち合うことで、女性の出産意欲や継
続就業の促進、企業全体の働き方改革にもつながることから男性の育児休業の取得促進は重要ですが、男性
の育児休業取得率は令和４年度において17.13％と近年上昇しているものの、女性と比較すると低い水
準です。さらに、令和７年度までに男性の育児休業取得率を30％とする政府目標について、「こども未
来戦略方針」（令和５年６月13日）において令和７年までの目標を30％から50％に引上げ、令和12年ま
での目標を85％とする方針が示されており、政府目標の達成に向けて、更なる取組の強化が必要です。
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育児・介護休業法に基づく両立支援制度に
ついて労働者が円滑に利用できるよう周知
徹底を図ります。
あわせて、労働者の権利侵害が疑われる

事案や育児休業の取得等を理由とする不利
益取扱いが疑われる事案を把握した場合に
は、事業主に対する積極的な報告徴収・是
正指導等を行います。
また、男性労働者が育児休業を取得しや

すい雇用環境の整備措置を実施した事業主
や育児休業の円滑な取得・職場復帰のため
の取組を実施した事業主等に対する両立支
援等助成金の活用を推進し、男女とも仕事
と育児が両立できる職場環境の整備を図り
ます。

そのため、常時雇用する労働者数1,000人超企業を対象とした男性の育児休業等取得状況の公表の
義務化について、着実な履行確保を図るとともに、「産後パパ育休」（出生時育児休業）を含め、

「えるぼし」

「女性の活躍推進企業データベース」

女性の活躍推進企業
データベース
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出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」

「男性育児休業取得率の推移（全国）」



次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定等については、各企業の実態に即し

た計画の策定を支援するとともに、常時雇用する労働者数101人以上の義務企業の届出等の徹底を図

ります。

あわせて、「くるみん」、「プラチナくるみん」、「トライくるみん」及び不妊治療と仕事との両

立支援に関する認定制度「くるみんプラス」の認定基準について広く周知するとともに、認定の取得

促進に向けた働きかけを行います。

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置の義務付けや、男性の育児休業等取得状況の公表義務

の対象を300人超の事業主への拡大、介護離職を防止するための仕事と介護の両立支援制度の周知の

強化等を内容とする育児・介護休業法の改正法案及び次世代法について、有効期限を10年延長した上

で、同法に基づく行動計画策定時に、育児休業の取得状況等に係る状況把握・数値目標の設定を事業

主に義務付けること等を内容とする次世代法の改正法案が成立した場合には、円滑な施行に向けて、

改正内容について労使に十分に理解されるよう、労使団体等と連携して周知に取り組みます。
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「くるみん」 「プラチナくるみん」 「くるみんプラス」「トライくるみん」

【妊娠・出産・育児期の両立支援制度】



(3) マザーズハローワーク等による⼦育て中の⼥性等に対する就職⽀援

少子高齢化により生産年齢人口が減少過程に入る中、出産・子育
て等で離職した者の労働市場への参加の促進は一層重要です。子育て
中の女性等を対象としたハローワークの専門窓口（マザーズハロー
ワーク、マザーズコーナー）において、仕事と育児等との両立がしや
すい求人の確保とマッチング支援、地方自治体等と連携した行政サー
ビス情報の提供やアウトリーチ型支援、利便性の向上を図るためのオ
ンラインによる職業相談や就職支援セミナーを実施します。

マザーズハローワーク
マザーズコーナー就職支援セミナーの様子
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LINEでのプッシュ通知

マザーズハローワーク
チャイルドスペースの様⼦



６ 多様な⼈材の就労･社会参加の促進

(1) ⾼齢者の就労による社会参加の促進

高齢者の活用・活躍に向け70歳までの就業機会確保の環境整備の周知・徹底並びに県内13カ所の

ハローワークに設置する『生涯現役支援窓口』において高齢者のニーズを踏まえた職業生活の再設

計に係る助言や支援チームによる効果的なマッチングの強化を行います。また、高齢者の多様な就

業ニーズに対応するため、シルバー人材センターが提供可能な就業情報を定期的に把握し、臨時的

かつ短期的又は軽易な就業を希望する高齢者には、シルバー人材センターへの誘導を行います。

【70歳以上まで働ける制度のある企業の状況】

(2) 障害者の就労促進

今後予定されている法定雇用率の段階的引き上げ及び

除外率の引き下げにより、企業の採用意欲が高まる一方

で、雇用率未達成企業の大幅な増加や障害者雇用の経験

やノウハウが不足している企業への支援が必要となるこ

とが想定されます。ハローワークでは、専門援助窓口等

での丁寧な職業相談と企業に対する雇用指導を両輪に、

障害者の就労を促進します。

埼埼玉玉県県内内ハハロローーワワーーククににおおけけるる精精神神障障害害者者のの職職業業紹紹介介状状況況
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県内ハローワークでは精神障害者、発達障害者、難病患者等の利用が増加しており、専門の

担当者の配置や関係機関との連携により、多様な障害特性に対応した就労支援を推進します。
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高年齢者雇用安定法の改正
～70歳までの就業機会確保～

（厚生労働省ＨＰ）

障害者雇用対策
（厚生労働省ＨＰ）

  うち70歳以上働ける
    制度のある企業数

平成30 5,262 1,509 28.7%
令和元 5,455 1,772 32.5%
令和2 5,622 2,007 35.7%
令和3 6,190 2,451 39.6%
令和4 6,374 2,692 42.2%
令和5 6,414 2,841 44.3%

割合
 従業員31⼈以上の企業数

年

資資料料出出所所：：埼埼玉玉労労働働局局「「高高年年齢齢者者のの雇雇用用状状況況」」集集計計結結果果

資資料料出出所所：：埼埼玉玉労労働働局局「「障障害害者者のの職職業業紹紹介介状状況況等等」」集集計計結結果果



県内の民間企業に雇用されている障害者の数は21年連続で増加しており、実雇用率も12年

連続で過去最高を更新しているものの、中小企業に取組の遅れがみられます。ハローワーク

では、関係機関と連携し採用の準備段階から採用後の職場定着まで一貫したチーム支援を実

施し、障害者の雇い入れ及び雇用維持を促進します。また、委託事業である障害者就業・生

活支援センターを活用し、福祉分野との連携を引き続き強化します。
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外国人求職者・外国人留学生等の早期再就職や安定的な就労を確保するため、ハロー

ワーク（外国人雇用サービスコーナー、新卒応援ハローワーク）では、在留資格等に応じ

た職業相談や求人開拓の支援を実施します。また、日本の職場におけるコミュニケーショ

ン能力の向上やビジネスマナー等に関する知識の習得を目的とした研修を通じ、受託事業

者と連携した就労・定着支援を実施します。さらに、雇用の維持と適正な雇用管理の確保

を図るため、事業所訪問等による雇用管理状況の確認や外国人雇用管理アドバイザーを活

用した助言・援助等を実施します。

(3) 外国⼈求職者等への就職⽀援、企業での外国⼈労働者の適正な雇⽤管理の推進

外国人就労・
定着支援研修
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（令和５年６月１日現在）

資資料料出出所所：：障障害害者者雇雇用用状状況況のの集集計計結結果果（（埼埼玉玉労労働働局局・・全全国国））



大学・大学院・短大・高専・専修学校などの学生や卒業後おおむね３年

以内の方を支援するため、埼玉新卒応援ハローワークや各ハローワークに

就職支援ナビゲーターを配置しています。

特に就職活動に不安や課題を抱える新規学卒者に対しては、学校や関係

機関との連携を図りながら、就職支援ナビゲーターによる担当者制のきめ

細かな個別支援を実施します。

また、安定した就労経験の少ない35歳未満の若者等に対しては、わかも

のハローワーク等において、個別支援計画に基づくきめ細やかな職業相談

や職業紹介、職業訓練部門との連携による能力開発支援、就職後の定着支

援まで、ステップアップ型の計画的で一貫した支援を通じて正社員就職の

実現を図ります。

７ 就職氷河期世代、多様な課題を抱える若年者・
新規学卒者の⽀援

(1) 就職氷河期世代の活躍⽀援

ハローワークに設置する「35歳からの就活サポートコーナー」では、

求職者個々の状況に応じた支援計画に基づき、専門担当者によるキャリ

アコンサルティング、生活設計面の相談、職業訓練への誘導、求職者の

希望や適性・能力等を踏まえた求人開拓、就職後の定着支援などを計画

的かつ総合的に実施します。また、事業所が多く立地している地域で求

人開拓等の取組を集中的に実施します。

基本的な生活習慣や社会人マナーの習得など就労に当たっ

て課題を有する無業者等に対し、地域若者サポートステー

ション（サポステ）において、地方公共団体の労働関係

部局等の担当者とも連携しながら、職業に就いて自立した

生活が送れるよう継続的な支援を推進します。
埼玉就職氷河期世代
活躍支援特設サイト

(2) 若年者・新規学卒者の就職⽀援

埼玉新卒応援
ハローワーク
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埼玉わかもの
ハローワーク



８ 労働保険適⽤徴収業務の適正な運営

(1) 労働保険未⼿続事業⼀掃対策の推進

労働保険は、原則として労働者を一人でも雇っていれば、事業主は加入の義務があります。
このため、労働保険の加入について、積極的な広報活動を実施します。
また、未手続事業場の的確な把握に努め、訪問指導の実施など、計画的な未手続一掃対策推進を図

ります。度重なる指導にも関わらず、自主的に加入手続きをとらない事業主に対しては、職権による
成立手続を実施し、労働局・労働基準監督署・ハローワークが一体となって、労働保険未手続事業の
一掃に取り組みます。
労働保険適用事業場数は、令和６年１月末において、212,704事業場数となり、年々着実に増加し

ています。

(2) 労働保険料及び⼀般拠出⾦の適正徴収

労働局ホームページや市町村広報誌等により、適正な申告納付をはじめ、口座振替制度の利用勧奨
及び各納期限内の完全納付に向けた周知・広報等を実施します。
また、労働保険料を滞納している事業主に対し、電話・文書・臨場等による納付の督励を行うなど、

計画的な自主納付の指導を実施します。
度重なる指導にも関わらず、なお滞納を継続する場合は、国税徴収法に基づく滞納処分等により確

実に強制徴収するなど、実行ある滞納整理を実施し、労働保険料等の更なる収納率の向上を図ります。
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労労働働保保険険適適用用事事業業場場数数

労働保険未手続事業一掃周知ポスター

【【徴徴収収決決定定額額、、収収納納額額、、収収納納率率】】

徴収決定額 収納額 収納率

令令和和元元年年度度末末 884488億億円円 883377億億円円 9988..7744%%

令令和和２２年年度度末末 886699億億円円 885555億億円円 9988..3333%%

令令和和３３年年度度末末 888888億億円円 887788億億円円 9988..8800%%

令令和和４４年年度度末末 11005500億億円円 11003388億億円円 9988..8833%%
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埼埼玉玉労労働働局局調調べべ

埼埼玉玉労労働働局局調調べべ
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電話番号 所掌事務

総務部 総務課（16階） 048-600-6200 総務、⼈事、会計、情報公開、個⼈情報の保護

労働保険徴収課（15階） 048-600-6203 労働保険の適⽤、労働保険料の徴収・収納

企画課（16階） 048-600-6210 総合的な施策の企画・⽴案、広報

働き⽅改⾰の推進、各種助成⾦制度の運⽤

指導課（16階） 048-600-6269 男⼥雇⽤機会均等の確保、⼥性の活躍促進

育児・介護休業制度の定着、仕事と家庭の両⽴⽀援
パートタイム・有期雇⽤労働者の正社員転換・待遇改善の
取組、フリーランス法の相談に関すること

総合労働相談コーナー 048-600-6262 総合労働相談・個別労働関係紛争の解決援助

労働基準部 監督課（15階） 048-600-6204 事業場に対する監督指導、司法事件の捜査

英語 048-816-3596

中国語 048-816-3597

ベトナム語 048-816-3598

健康安全課（15階） 048-600-6206 労働災害防⽌、職業性疾病の予防、健康の保持増進

賃⾦室（15階） 048-600-6205 最低賃⾦、最低⼯賃の決定、賃⾦統計調査

労災補償課（15階） 048-600-6207 労災保険の給付、社会復帰促進事業の運⽤

職業安定部 職業安定課（15階） 048-600-6208 ⼀般・学卒者の雇⽤対策、雇⽤保険の適⽤・給付

職業対策課（15階） 048-600-6209 ⾼齢者・障害者の雇⽤対策

職業指導及び各種助成⾦制度の運⽤

需給調整事業課（14階） 048-600-6211 労働者派遣、有料・無料職業紹介事業等の許可・指導

訓練課（14階） 048-600-6288 公的職業訓練に関する業務、⽣活困窮者等の雇⽤対策

部署名

雇⽤環境・
均等部

外国⼈労働者相談コーナー 英語・中国語・ベトナム語を話す⽅からの労働条件に関す
る相談

■埼⽟労働局 〒333300--66001166 さいたま市中央区新都⼼1111--22 ランド・アクシス・タワー

■労働基準監督署（労働基準関係法令に関する相談・指導、労災保険給付）
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■ハローワーク（従業員の募集・採⽤に関する相談、求⼈の受理、職業紹介） 

 

所 名 所       在       地 電 話 番 号 
川  ⼝ 

〒332-0031 川⼝市⻘⽊ 3-2-7  ※ 求⼈部⾨については、ハローワークプラザ川⼝ 048-251-2901 

〒332-0015 
※求⼈部⾨については、ハローワーク川⼝駅前庁舎 
川⼝市川⼝３-２-２リプレ川⼝⼀番街２号棟１階 048-229-8609 

 管轄 川⼝市、蕨市、⼾⽥市 

熊  ⾕ 〒360-0014 熊⾕市箱⽥ 5-6-2 048-522-5656 

 管轄 熊⾕市、深⾕市、⼤⾥郡寄居町 

本  庄 〒367-0053 本庄市中央 2-5-1 0495-22-2448 

 管轄 本庄、児⽟郡（上⾥町、美⾥町、神川町） 

⼤  宮 
〒330-0852 さいたま市⼤宮区⼤成町 1-525 048-667-8609 

〒330-0854 
※新規学卒求⼈については、埼⽟新卒応援ハローワーク 
さいたま市⼤宮区桜⽊町１-9-4 エクセレント⼤宮ビル６階 048-650-2234 

 管轄 さいたま市のうち⻄区・北区・⼤宮区・⾒沼区・岩槻区、 鴻巣市(旧吹上町、旧川⾥町を除く)、 
上尾市、桶川市、北本市、蓮⽥市、 北⾜⽴郡伊奈町 

川  越 〒350-1118 川越市豊⽥本 1-19-８ 川越合同庁舎 1 階 049-242-0197 

 管轄 川越市、富⼠⾒市、坂⼾市、鶴ヶ島市、ふじみ野市 

東 松 ⼭ 〒355-0073 東松⼭市上野本 1088-4 0493-22-0240 

 管轄 東松⼭市、⽐企郡（⼩川町、嵐⼭町、川島町、吉⾒町、滑川町、ときがわ町、鳩⼭町）、秩⽗郡東秩⽗
村） 

浦  和 〒330-0061 さいたま市浦和区常盤 5-8-40 048-832-2461 

 管轄 さいたま市のうち中央区・桜区・浦和区・南区・緑区 

所  沢 〒359-0042 所沢市並⽊ 6-1-3  所沢合同庁舎 1・2 階 04-2992-8609 

 管轄 所沢市、狭⼭市、⼊間郡三芳町、 ⼊間市(仏⼦・野⽥・新光を除く) 

飯  能 〒357-0021 飯能市双柳 94-15  飯能合同庁舎 042-974-2345 

 管轄 飯能市、⽇⾼市、⼊間郡（⽑呂⼭町、越⽣町）、⼊間市(のうち仏⼦・野⽥・新光) 

秩  ⽗ 〒369-1871 秩⽗市下影森 1002-1 0494-22-3215 

 管轄 秩⽗市、秩⽗郡（皆野町、⻑瀞町、⼩⿅野町、横瀬町） 

春 ⽇ 部 〒344-0036 春⽇部市下⼤増新⽥ 61-3 048-736-7611 

 管轄 春⽇部市、久喜市、幸⼿市、⽩岡市、北葛飾郡杉⼾町、南埼⽟郡宮代町 

⾏  ⽥ 〒361-0023 ⾏⽥市⻑野 943 048-556-3151 

 管轄 ⾏⽥市、加須市、⽻⽣市、鴻巣市(のうち旧吹上町、旧川⾥町) 

草  加 〒340-8509 草加市弁天 4-10-7 048-931-6111 

 管轄 草加市、三郷市、⼋潮市 

朝  霞 〒351-0011 朝霞市本町１-１-37 048-463-2233 

 管轄 朝霞市、志⽊市、和光市、新座市 

越   ⾕ 〒343-0023 越⾕市東越⾕1-5-6 048-969-8609 

 管轄 越⾕市、吉川市、北葛飾郡松伏町 
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埼玉労働局の情報発信

埼⽟労働局⻑が開催する定例記者
懇談会による発信（毎⽉）

埼⽟県記者クラブにおける
プレスリリース

埼⽟労働局ホームページ
による発信

埼⽟労働局Ｘ（旧Twitter）
による発信

ポスター及びリーフレットによる
周知啓発活動

各種セミナー・説明会による
制度等の情報発信

記者懇談会や報道発表による発信

WEBやSNSを活⽤した発信

周知資料の配布やセミナー等開催による発信




